様式第１号（第１５条関係）
田原市空き家等活用促進事業
 　補　助　金　交　付　申　請　書
　　年　　月　　日
田原市長　　　　　　　　　殿
申請者　住　　所
ふりがな
氏　　名
電話番号　　　（　　　）
　　　　　年度において補助事業等を実施し、補助金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。
　なお、田原市税の滞納がないことを確認するため、納税状況を調査することについて、承諾します。
記
１　補助事業等の名称　田原市空き家等活用促進事業　※対象補助に「○」を記入
	
	空き家改修費補助事業

	
	空き家片付け費補助事業

	
	空き家等手続費補助事業


２　補助金交付申請額　　　金　　　　　　　　　　　円
３　事業予定期間　　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日
４　空き家等所在地　　　田原市
５　空き家・空き地バンク登録番号　　　物件（　　　　）・利用者（　　　　）
６　空き家等の売買契約又は賃貸借契約締結日　　　　 　年　　月　　日
７　申請者の立場　　　売主 ・ 買主 ・ 貸主 ・ 借主　※該当立場を「○」で囲む
８　添付書類

(1) 空き家等の売買契約書又は最初の賃貸契約書の写し
(2) その他の書類（裏面参照）
(3) その他市長が必要と認める書類
（規格Ａ４）
（必要添付書類）
１　空き家改修費補助事業の場合
(1) 事業計画書（様式第１－１号）
（平面図、立面図、改修工事の内容が確認できる図面及び改修工事実施個所における改修工事実施前の状況が確認できる写真を添付）
(2) 登録空き家の改修工事にかかる見積書の写し
(3) 誓約書（様式第１－２号）
（売主が申請者の場合は売主及び買主の誓約書、買主が申請者の場合は買主の誓約書、貸主又は借主が申請者の場合は貸主及び借主の誓約書を添付）
(4) 確認書（様式第１－３号）（借主が申請者の場合に、貸主の確認書を添付））
(5) 登記事項証明書等（登録空き家の所有者が確認できる書類）
(6) 昭和５６年５月３１日以前に着工された登録空き家であるが耐震改修工事を必要としないことがわかる書類（田原市木造住宅無料耐震診断事業又は非木造住宅等耐震診断事業による耐震診断結果報告書の写し (耐震改修事業実施後の診断結果含む。)）又は本事業による改修工事と同時に耐震改修事業を実施する場合は田原市木造住宅等耐震改修促進事業補助金交付決定通知書の写し
２　空き家片付け費補助事業の場合
(1) 登録空き家の片付けにかかる見積書の写し
(2) 片付け実施個所における片付け実施前の状況が確認できる写真
３　空き家等手続費補助事業の場合
(1) 空き家等の手続にかかる見積書の写し
(2) 登記事項証明書等（手続を行う前の土地及び建物の登記事項（権利部登記を含む）が確認できる書類。ただし、未登記家屋については、田原市空き家等活用促進事業補助事業等実績報告書（様式第５号）に添付される全部事項証明書にて確認を行うため、補助金交付申請時における書類添付省略可）
誓約書
（同意する場合には、□にレ点を記す。）
	□　田原市空き家等活用促進事業補助金交付要綱第２２条の規定に該当したときは、返還命令に従います。
□　当該申請について必要な場合には、田原市が住民基本台帳、納税状況に関する資料及びその他公簿等の調査を行うことについて同意します。
□　補助対象者又は補助対象者と同一世帯の者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定する暴力団員ではないことを確約します。
□　空き家等に係る賃貸借契約又は売買契約は、3親等内の親族間においての契約でないことを確約します。
□　申請内容に疑義が生じ、田原市が調査することになった場合は、それに同意し、協力し、指示に従います。
（空き家改修費補助事業で対象住宅の所有者が申請者の場合）
□補助を受けて改修した後10年以上利用することを確約します。
田　原　市　長　殿
　　年　　月　　日　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　

　　　　　　　　



